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【事務局発言者】 

天田 聖 JICA 企画部業務企画第二課課長 

杉本 聡 JICA 審査部環境社会配慮審査第一課課長 

河添 靖宏 JICA 審査部環境社会配慮審査第二課課長 

 

【事務局以外の JICA 発言者】 

植嶋 卓巳 JICA 企画部次長 

岡崎 克彦 JICA 審査部部長 

 

午後２時０３分 開会 

 

開   会 

 

○原科座長 定刻を若干過ぎましたので始めたいと思います。御出席予定の方は大体お集

まりで、もう過半数にはなっておりますので、開会いたします。 

 長い間どうも御苦労さまでした。きょうで実質的には最終にしたいと思いますが、これ

も議論次第ですから確定的には申し上げられませんけれども、きょうともう１～２回で終

わると思います。 

 おかげさまで、前回の議論によりましてガイドラインの中身についてはほぼ固まったと

思いますので、それを踏まえた最終の修正の結果について、まずＪＩＣＡの御担当から御

説明いただきたいと思います。 

 きょうはいろいろ資料がございますので、まず資料の御紹介をお願いいたします。 

○事務局（杉本） お手元の資料の確認をさせていただきたいと思います。 

 議題としては２つ御案内申し上げておりまして、１つが、前回の議論の続きである新し

いガイドラインの適用時期について、特に無償の本体を中心にした暫定措置の件も含めて

おりますが、この関連の資料と、適用時期を説明したチャート図を用意させていただいて

おります。もう１つは、前回座長からもお話がございましたが、今回ガイドライン改訂に

伴い追加で作成するＦＡＱを取りまとめております。これはこれまでの委員会の中で、こ

れはＦＡＱで対応しますということで事務局から回答させていただいたもの及び、前回、

これはＦＡＱで対応ということで議論いただいたものを含んだ形で資料を作成させていた
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だいておりまして、これが３２－２－１の資料になっております。あとは御参考までとい

うことでございますが、３２－２－２、３２－２－３ということで、現在、現行のＪＢＩ

Ｃガイドライン及びＪＩＣＡガイドラインに関するよくある質問集、ＦＡＱを御参考まで

にお手元に配付させていただいております。基本的に、ＦＡＱにつきましては現行のもの

でそのまま使うものは使い続け、今回の改訂で内容に変更が必要になったもの及びこれに

ついてはもう関係ないというものについては削除なり修正をいたします。新たに追加とい

うことで今回３２－２－１の資料をつくっておりますので、きょうはこの３２－２－１の

資料について議論をいただければと思っております。 

 資料の説明は以上です。 

○原科座長 ありがとうございます。 

 まず議題の１番が適用時期の問題、これはこの前の議論の延長になりますが、それから

ＦＡＱ案ですけれども、もう１つ、ガイドラインが最終の形になったので、まずこれを御

確認いただいた方がいいと思いますので、それから始めましょうか。 

 それでは、新環境社会配慮ガイドライン（最終案）、この前の議論を踏まえまして事務

局の方で直していただきました。それを御確認いただきたいと思います。 

 それでは、杉本さん、御紹介いただけますか。 

○事務局（杉本） ３２－１－３ということで最終案のガイドライン案を配付させていた

だいております。変更点は主に前回議論いただいた点ですが、簡単に変更点を紹介させて

いただきます。委員の皆様にお送りしました電子データでは赤字で記載させていただいた

ところですが、印刷の関係上、薄く色がついて下線が引いてある箇所、ここが訂正箇所に

なっております。 

 まず１ページを見ていただきますと、「序」のところになりますが、頭のところ、「世

界の人々」と接続詞末端の修正。 

 あと、修正ではないのですが、文章をいろいろ直しておりました過程で、「政府開発援

助（以下「ＯＤＡ」）」という表現が、先に「ＯＤＡ」が出て、後から「政府開発援助

（以下「ＯＤＡ」）」が出るような形になっておりましたので、一番頭に出てくるものに

ついて「（以下「ＯＤＡ」）」の定義を入れ直しております。 

 あと、ＪＩＣＡ法の改正、改正法の施行の年をそれぞれ追記しているというのが１ペー

ジ目の変更でございます。 

 続きまして、資料の４ページをごらんいただければと思います。３ページの一番下の段
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から４ページ目にかけまして、定義で環境社会配慮助言委員会について書いておりますが、

前回の議論を踏まえまして、「「環境社会配慮助言委員会」とは、協力事業における環境

社会配慮の支援と確認に対する助言を行う委員会であり、外部専門家からなる第三者的機

関のことをいう」ということで追記しております。その定義の中では、その下、２２番を

ごらんいただきますと、第三者より出てきます詳細計画策定調査について定義が入ってお

りませんでしたので、新たにここで定義を追記させていただいております。 

 ９ページ、「地球温暖化」というタームにかえて「気候変動」ということで言葉を修正

しております。 

 １１ページ、２．５「社会環境と人権への配慮」の項ですけれども、最後から３行目に

なりますが、「国別報告書や関連機関の情報を幅広く入手する」と、「幅広く」という言

葉を、前回の議論を踏まえて付記しております。 

 その下の助言委員会、２．７章ですが、ここは開発計画調査型についての適用の記載が

ございませんでしたので、事務局提案ということでこの内容を追記しております。 

 １３ページ、２．１０のガイドラインの適用の箇所は、まさにこの後の議題で議論いた

だくところですけれども、本日提出させていただいた案に沿い修正させていただいており

ます。修正が間に合わなかった部分がありまして、今の案では頭に「２０１０年４月１日

に制定」と入っておりますけれども、その箇所以外は３２－１－１の資料をそのままここ

に記載している内容になっております。この点については、きょう適用の関係の文言がセ

ットされましたところで、最終的にその内容を反映し確定させたいと思っております。 

○原科座長 では、これは後ほど改めて確認します。 

○事務局（杉本） あとの箇所は、１８ページのエンジニアリング・サービスというとこ

ろを、これは半角になっていたものを全角に修正したという形上のものでございます。 

 あと、２３ページ以下、「フォローアップ」のところになりますが、これに加えて幾つ

か、パブリックコメントで「先住民族計画」という言葉を入れて全体の整合性をとる必要

があるという指摘をいただいていた点については、この２３ページ以下の点で数カ所修正

しております。 

 ２４ページ、ここも「地球温暖化」を「気候変動」ということで修正しております。 

 ２８ページになりますが、「住民移転計画」に加えまして、今回ガイドラインの中で

「先住民族計画」を記載しておりますので、「先住民族計画」という言葉をここでも追記

しております。 
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 ガイドラインの修正の内容は以上でございます。 

○原科座長 どうもありがとうございました。 

 以上で確認いたしましたが、よろしいでしょうか。 

 議事録も先日お送りいただいたので、前回どんな議事があったか改めて御確認いただけ

たと思いますけれども、この前の議論を踏まえて直していただいていると私も思います。

これでよろしいと思います。 

 では、この件はよろしいですね。 

 

議   題 

（１）新環境社会配慮ガイドラインの適用時期について 

 

○原科座長 それでは、そのようなことで案はできたということで、ではこの適用時期は

どうするかということの議論に入ります。 

 では、これについて、杉本さん、説明をお願いします。 

○事務局（杉本） では、続きまして、お手元の３２－１－１及び３２－１－２の資料を

ごらんいただければと思います。前回の続きの適用の件でございまして、前回の議論等々

を踏まえ事務局で再度案文をつくり直しております。 

 まず３２－１－１の資料でございますが、原則としましては、「ガイドライン案文」の

１ポツにございますとおり、制定は４月１日ということで入れておりまして、施行につい

ては同年７月１日より施行、同日以降要請を受けたプロジェクトに適用する。この７月１

日につきましては前回委員会で議論いただいたところです。 

 ２ポツでは、「２０１０年６月３０日以前に要請を受けたプロジェクトについては」と

いうことで、この１ポツが当てはまらないプロジェクトについてどう扱うかということを

記載しております。前回の事務局案ではここは旧ガイドラインということですべてまとめ

て記載する形にしておりましたが、複数のスキームがあり、それに関係する複数のガイド

ラインがあるということで、ここはどのスキームについてどのガイドラインを使うのかと

いうことを明示的に関連づけた方がいいという御意見もいただいておりましたので、ちょ

っと長くなっておりますけれども、ここはそれぞれ記載するということで書かせていただ

いております。 

 この１ポツ、２ポツが大原則となっておりまして、これをパターンということで視覚的
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に示させていただいたものが３２－１－２の資料になっております。 

 今の文言が実際どのように当てはまるのかということでございますが、まず１ポツの７

月以降要請を受けたプロジェクトについて適用するということで参りますと、シンプルな

パターンを示したパターンＣですとかパターンＥというものが該当しております。 

 パターンＣの場合、協力準備調査も７月１日以降という形で書いておりますが、要請の

星印、これを要請という形で示しておりまして、要請を７月１日以降に受けて、環境レビ

ューがそれ以降に行われるということで、本体事業は新ガイドラインで行う。協力準備調

査についても７月１日以降ということで、新ガイドラインで行う。すべて新ガイドライン

というケースでございます。 

 また、パターンＥにつきましては、特に有償の場合には協力準備調査がない案件も幾つ

かございますので、これも要請が７月１日を過ぎるという大原則に基づいて、そのケース

においては新ガイドラインを適用して環境レビューを実施する。大原則を当てはめたもの

がこの２つのパターンということで書いております。 

 また、２ポツ目の６月３０日以前ということになりますと、パターンＡ、パターンＤの

ようなケースが該当しております。 

 一番シンプルなものはパターンＤになりまして、協力準備調査なしで要請が７月１日よ

りも前になされた場合、本体事業は現行ガイドラインに沿って環境レビューを行うという

ことで書いております。これは、ここにも破線で入れておりますけれども、案件の形成と

して協力準備調査に相当する部分を相手国で準備するということで通常進めておりますの

で、要請のタイミングの前に相手国の中でそれなりの期間をかけて準備しているというプ

ロセスがございます。ですので、相手国はそれぞれに適用するガイドラインを踏まえてい

ろいろと準備して、それなりに７月１日の前に要請を出してきているということで、ここ

は現行ガイドラインという形で記載しております。 

 また、パターンＡも要請の時点としては６月３０日以前ということになっておりますの

で、この場合協力準備調査が挟まっておりますが、これと本体をともに現行ガイドライン

で対応するということでパターン分けしております。 

 もう１つ、ここで残りますパターンＢについての考え方、これが前回１つ議論になった

点でございますが、これについての文案が、３２－１－１の資料でポツの３つ目にありま

す「ただし」以下でございます。「ただし、２０１０年６月３０日以前に相手国等との間

でその実施につき合意した協力準備調査については、本ガイドラインを適用せず、各協力
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事業の従来の手続に従う」ということで、協力準備調査の部分だけに限定した話として、

例えば既に実施されている調査の場合にはこれをさかのぼって適用することはなかなか難

しいところもございますので、調査自体は現在やっている手続で進めるということでござ

います。 

 ただ、大原則としては７月１日以降に要請がなされているのかどうかということですの

で、このパターンＢのように調査が事前に開始されていたとしても要請が７月１日以降に

なされるという場合には、現行ガイドラインを踏まえた調査も活用し、必要があればＪＩ

ＣＡなり相手国で追加の調査なり検討なりを行った上で、本体事業の環境レビューは新ガ

イドラインで行うということで再度整理させていただきました。前回の案ですと、一たん

協力準備調査が始まればそれを要請とみなして、本体事業もそのまま現行ガイドラインで

という提案をさせていただいておりましたけれども、なるべく早く本体事業について新ガ

イドラインを適用する案件数をふやしていくという観点から、調査は調査、事業は事業と

いうことで分けて整理する、あくまでも要請時点でもって切り分けるということで、パタ

ーンＢのようなケースは、本体事業については新しいガイドラインで環境レビューを行い

ます。ですので、最終的な仕上がりは新ガイドラインに基づいた確認を行い、それに基づ

き可否を判断いたしますと、そういった整理にしております。 

 ガイドラインの適用時期に関します事務局からの説明は以上でございます。 

○原科座長 以上の御説明ですが、御質問はございますでしょうか。 

 実際にどのぐらいこういう新しいガイドライン―ちょうど経過的なところが一番問題

ですね。そういう経過的なところで、例えばカテゴリＡとか、特に配慮が必要なものが余

り多いと困ると思うのですが、そんなに多くないと認識してよろしいでしょうか。 

○事務局（杉本） そうですね。今、座長から御指摘いただいたのは、特にパターンＡの

ようなケースでどうなのかということかと思いますけれども、例えば無償案件について考

えますと、既に昨年の夏に実施されました要望調査で要請が出ている案件についてはパタ

ーンＡに該当する。一方、次回、ことしの夏に実施される要望調査の案件については新ガ

イドライン適用ということになりますが、既に要請されて今後検討がなされていく案件の

中で、カテゴリＡということでは、無償ですと、今把握した範囲では２件、これも最終的

な採択の可否はまだ検討中のものがありますので、そういう意味では最大２件ということ

ですけれども、この程度の数であると把握しておりますので、それについては移行期間の

間きちんと対応する。これに続きまして現行ガイドライン適用案件についての暫定的な措
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置を説明させていただきますが、特に無償につきましては、ここで本体についてどのよう

な対応をするかということを打ち出させていただいておりますので、それを含めてきちん

と対応するということを考えております。 

○原科座長 有償の方はどんな感じですか。 

○事務局（杉本） 要請が無償・技協のように統一的なタイミングで出てこないというこ

とがありますので、なかなか７月１日まで見えないところでありますが、ただ、外交ベー

スで出てくるものでありますのでそんなに安易に出てくるものではないということから考

えますと、これからいきなり急増するということは基本的にはないと思っております。案

件の準備が協力準備調査でなされるなり、もともと何か相手国で準備をした上で要請とい

うのが通常ですので。 

○原科座長 前回の議論で７月に前倒しにしたということは、来年は新ガイドラインが適

用されるものがほとんどになるということを考えて、頑張って７月スタートにしたという

ことですね。 

○事務局（杉本） ７月スタートということでは、本日、適用の時期も含めて議論が収束

いたしましたら、できるだけ早く相手国等に対して説明を行って、こういった事情がある

のでしかるべき準備をしてほしいということで、いわばこの内容が固まった時点から６月

３０日までを移行期間のように使って周知を図っていきたいと思っています。 

○原科座長 満田委員の代理の福田さん、どうぞ。 

○満田委員（代理：福田） メコン・ウォッチの福田です。本日は満田の代理ということ

で参加させていただいております。 

 パターンＢの考え方について１点だけ確認させていただきたいのですが、パターンＢに

はまると、協力準備調査については現行のガイドラインでやるが、その本体については新

ガイドラインが適用される。ということになると、結局協力準備調査の中では、手続的に

は現行のガイドラインを参考にしてやる一方、協力準備調査の中で形成すべきプロジェク

トの中身については新ガイドラインに適合するようなプロジェクトを目指してやっていく

と。例えば、特に今回は住民移転計画を現地で公開しなければいけないとか、そういった

ことが出てきていると思うのですが、パターンＢにはまるようなものであれば、協力準備

調査の中でそういったことについても手当てをしながらやっていくということになるとい

う理解でよろしいでしょうか。 

○事務局（杉本） はい、そのように考えております。 
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 また、タイミングもいろいろとあって、例えば、極端な例ですが、今の段階でもう大体

調査が終盤に来ている、ただ要請が７月１日以降というような場合には、過渡期というこ

ともありますので、最終的に環境レビューをやってＪＩＣＡの評価を行う前に、そういっ

た追加的な措置についてある程度相手国に求めていくというようなことも生じるかもしれ

ませんけれども、そこは環境レビューの前なりそのプロセスなりということで内容はきち

んと担保して、いずれにせよ最終的な仕上がりは新ガイドラインに基づいて判断するとい

うことで対応していく所存です。 

○原科座長 ほかにございますでしょうか。 

 では、ガイドライン案の案文もこれに従い用意されたということですね。 

○事務局（杉本） はい。 

○原科座長 ということで、案文を今確認しますか。後でやりますか。 

○事務局（杉本） 今でも結構です。 

○原科座長 では、このタイミングで案文を改めて確認いたします。 

 １３ページをごらんください。左下、２．１０「ガイドラインの適用と見直し」で、ち

ょっと文章は直しが必要ですけれども、直した形で御紹介ください。 

○事務局（杉本） 基本的には３２－１－１の資料をここに転記しておりますけれども、

１つ抜けておりますのが、冒頭の部分になりますが、「本ガイドラインは、」の後に、

「２０１０年４月１日に制定、同年７月１日より施行し」というのが資料３２－１－１の

案文ですので、この資料に沿いましてガイドラインの本文のその部分は訂正いたします。

それ以下はこの資料をそのまま持ってきております。この１の色が薄くなり下線が引いて

ある部分については、この資料のとおりで確定できれば、それで確定させていただきたい

と思っております。 

○原科座長 お目通し願って、間違いはないと思いますけれども、ケアレスミスとかあっ

たら直しますので、御確認ください。ちょっと時間を取りましょう。 

○満田委員（代理：福田） 細かな話で若干気になっていたのですが、制定日がここに入

るということなのですか。 

○事務局（杉本） はい。 

○満田委員（代理：福田） そうすると、４月１日というのがまず出てきて、７月１日と

いうのが次に出てきて、その後に同日以降に要請を受けたというふうになると、「同日」

がどちらを指しているかが、直前だろうと思うのですが、若干不明確になるかなという気
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もいたしました。 

○事務局（杉本） 「同日」はもちろん７月１日を指しておりますので、もし何か修文案

等ございましたら、それに従って対応いたします。 

○原科座長 「施行日以降」の方がいいかな。そうしましょうか。―では、今の部分は

直すようにいたしましょう。 

○事務局（杉本） では、「同日」につきましては「施行日」ということで言葉を置きか

えさせていただきます。 

○原科座長 よろしいでしょうか。 

○堀田委員 １点確認させていただきたいのですけれども、この横長のパターン別になっ

ている絵を見ながら、ちょっと教えていただきたいと思っているのですが、今回のガイド

ラインは、もともとの考え方からすると、これまでは、例えば今で言う協力準備調査に当

たる技術協力の部分がＪＩＣＡによって行われていて、有償の部分がＪＢＩＣによって行

われていて、別の主体であったというのが、今度１つの主体になったので、その連続性に

ついて大丈夫かどうかというのをいろいろ丁寧に確認したという作業を我々はやってきた

わけです。それを踏まえて考えますと、ちょっと気になっているのがパターンＤとかパタ

ーンＥのようなものでして、点線のところには相手国準備と書いてあるのですけれども、

これもいろいろなものがあるだろうと。余りパターンを分け過ぎるのもよくないとは思い

ますが、例えば相手国準備で全く独自に準備がされているものと、旧ＪＩＣＡによって準

備がされていたようなものも含まれるのではないかと。旧ＪＩＣＡによって準備されてい

たようなものが仮にパターンＤとかパターンＥに入るとしますと、そこで行われた環境社

会配慮の提言等々がきちんと守られているか確認する義務はだれにあるのだというような

ことについて、新ガイドラインではそういうことについてそごがないようにいろいろとや

ってきたわけですが、パターンＤですと本体事業は現行ガイドラインで、これは旧ＪＢＩ

Ｃのガイドラインになりますので、それでそういったそごは起きないのかなというところ

を確認していただければと思うのですが。 

○事務局（天田） 今御指摘いただいたところでございますが、パターンＤですね。Ｅで

はなくてＤのケースですね。 

○堀田委員 Ｄです。 

○事務局（天田） 御指摘のところはパターンＥのときにはかなりクリアといいますか、

分かれてはいるけれども新しいガイドラインの概念できちんとやってまいりますので、こ
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こはまさに準備を行いましたものが、場合によるとより高い基準になっているかもしれな

い中で適用されていくというところでございます。 

 パターンＤにつきましては、我々一緒になりまして、かつてＪＩＣＡでつくった開発調

査の報告書を今ＪＩＣＡの職員が同じ部の中で参考にして、ベースにした形で案件の審査

を行うという形になってございますので、我々の中の手続からいきますと、当然これを踏

まえた形でやっていく。ただ、その際に、基準といいますか、では最終的に何をどう判断

するかというところでは、ガイドラインの中でどこまで求めるのが適当なのかというとこ

ろで判断してまいりますので、内容的には決して開発調査のときにこういった環境社会配

慮が必要だと考えられていたところがパターンＤの場合だから落ちていくというようには

考えてはいないのですけれども、今の先生の御指摘、ではそれはどう担保されるのか、今

何か仕組みとしてありますかといわれますと、我々ＪＩＣＡとしてつくったフィージビリ

ティスタディをベースにして、それを踏まえた形で環境レビューを行ってまいります。レ

ビューを行っていくときには、ガイドラインは旧ＪＢＩＣのではありますけれども、そこ

で求めていることはそんなに違わないと言ってしまいますと、今回のあれは何だったのだ

というところはありますけれども、基本的にはガイドラインの中で旧のＪＩＣＡのガイド

ラインで求めていたところとかつてのＪＢＩＣのガイドラインで求めているところは、手

続のところを除きますと大きく違っていないと思いますので、実質のところは担保されて

いると考えてございます。 

○原科座長 いかがでしょう。今の件はよろしいでしょうか。 

 いろいろなケース、思いがけないことが起こるかもしれないから、これはその都度また。

１つのいい点は、助言委員会がありまして、これまでは審査会で、その両方の関係をどう

するかはありますけれども、恐らく重なってやればそういう整合を図るような外部チェッ

クがあると思いますので、そこで何とか対応していただければと思います。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、案文は今のようなことで直していただいて、このようなことでガイドライン

案ができたということになります。よろしいでしょうか。 

 そうしますと、いろいろなケースがございますので、その上で暫定的な措置がどうなる

か。現行ガイドライン適用案件に関する取り扱いの御説明をいただきたいと思います。 

○事務局（杉本） 続きまして、３２－１－１の資料の２「暫定的な措置」の内容につき

まして説明させていただきます。 
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 前回の委員会で、新ガイドライン適用案件はともかくとして、現行ガイドライン適用案

件、特にＪＩＣＡに本体が移管された無償案件についてどのように取り組んでいくのか、

それをＪＩＣＡとして示すべしという御意見を頂いておりましたので、その点を中心に検

討を行った結果でございます。 

 この件につきましては、ＪＪ統合直前の１７回の委員会で簡単な方針については事務局

から説明させていただいておりましたけれども、無償についてその内容を今回追加で検討

していくということで記載させていただいております。無償にとどまらず、ほかのスキー

ムにつきましてもここで改めて記載しておりますので、上から順番に説明させていただき

ます。 

 まず（１）ということで有償資金協力ですが、これは資料１７と基本的には同じでござ

いまして、トータルのＦ／Ｓ、案件を一からつくっていくような大規模な開発の協力準備

調査につきましては環境社会配慮助言委員会の助言を求めるということで、これは現在既

に対応済みの事項でございます。２つ目の事項、環境レビュー、モニタリング段階につい

ては、引き続きＪＢＩＣガイドラインを適用するということ。これも現在やっております

ので、この２つは１７回委員会で説明させていただいた事項をそのままここに記載してお

ります。 

 続きまして（２）で無償資金協力、これは本体まで含めてということを想定した箇所で

ございますが、まず大原則としましては、現行ＪＩＣＡガイドラインを参考として協力準

備調査を実施するというのがございまして、その上で、２０１０年７月以降に環境レビュ

ーを実施するプロジェクトは以下のように対応するということで追加のアクションを書か

せていただいております。 

 まずア）ということで、関係資料の入手ですとか情報公開についてですが、「カテゴリ

Ａのプロジェクトについては、ＪＩＣＡは相手国等から、プロジェクトに関する環境アセ

スメント報告書の提出を受ける大規模非自発的住民移転が発生するプロジェクトの場合に

は、住民移転に係る基本計画等の提出を受ける」、これは暫定措置として現行ガイドライ

ンの適用案件についてはやっていきますということで書いております。この記載につきま

してはこれ以下もほとんどの箇所がそうなっておりますが、現行のＪＢＩＣガイドライン

の趣旨を踏まえて、基本的にはそれと同等ということで記載しております。 

 また、そのようなカテゴリＡのプロジェクトについては、環境アセスメント報告書です

とかそれに関係する許認可証明書の入手状況をウェブサイト上に掲載し、アセスメント報
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告書を速やかに公開する。これも基本的には現行ＪＢＩＣガイドラインから持ってきてお

ります。 

 イ）の環境レビューについては、ＪＩＣＡは現行ＪＩＣＡガイドラインを参考にして環

境レビューを行うということ。これに加えまして、特にカテゴリＡについては、現行ＪＢ

ＩＣガイドラインと同じく、環境アセスメント報告書の提出を受けた後に環境レビューを

行うということで、こういった手続が済まないうちに走っていくということはやりません

ということをここで記載しております。 

 ウ）のモニタリングにつきましては、１ポツにありますように、ＪＩＣＡとしてはプロ

ジェクト実施段階においてモニタリング結果の確認を行うということをここで明記してお

ります。また、その期間中に配慮が十分でないというような指摘がありました場合には、

それを相手国等に伝達するとともに、必要に応じて適切な対応を促す。これもＪＢＩＣガ

イドラインに記載のある事項を取り込んでおります。 

 その次の項ですけれども、これも考え方はＪＢＩＣガイドラインにある事項ですが、Ｇ

／Ａを結んでいる案件につきましては、ＪＩＣＡの改善要求にもかかわらず相手国等の対

応が不適当というケースにおいては、ＪＩＣＡは資金供与の停止等の措置を検討すること

があるということを書いております。 

 以上、ア）、イ）、ウ）につきまして、特に無償の本体を想定して、どのようなルール

に基づいてＪＩＣＡが今後対応していくかということを案として出させていただいており

ます。 

 （３）、（４）につきましては、それぞれ開発計画調査型技術協力、技プロのケース及

び、引き続き本体を外務省の方で実施される無償資金協力の事前の調査のみをＪＩＣＡが

担当する場合ということで書いております。技術協力の場合には引き続きＪＩＣＡガイド

ラインを適用するということ、無償の調査のみを行う場合にはＪＩＣＡガイドラインを参

考として行うということをそれぞれ書いております。 

 また、（５）「共通」ですが、この内容といたしましては、実際に協力準備調査を実施

する際に、新ガイドラインでは、ＪＩＣＡが実施を決定する前にプロジェクトのカテゴリ

分類結果、これは事業概要等を含む情報ですけれども、それをウェブサイトで情報公開す

るといった規定を設けております。この点につきましては基本的にはＪＩＣＡの内部の努

力で措置としては講じていけるだろうという判断をいたしまして、現行ガイドラインの適

用案件であっても、実際に情報公開のウェブサイト等のインフラの整う２０１０年７月以
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降については、新ガイドラインの適用案件にとどまらず、現行ガイドラインの適用案件に

ついてもこの措置を講じて、できるだけ早い情報公開をしていこうということで、この点

はある意味現行ＪＢＩＣガイドラインからは踏み込んだ形で記載しております。 

○原科座長 ７月以降はすべてということですね。 

○事務局（杉本） はい、そうです。 

○原科座長 それから、（２）の無償資金協力の場合は、「ＪＩＣＡは貸付実行」という

表現ではなくて、どういう表現になりますか。「資金供与」ですか。「提供」ですか。こ

ういうときはどう言うのですか。 

○事務局（天田） 「贈与の提供」になります。 

○原科座長 では、それで修正した上で御議論ください。 

 今の御説明で御質問ございますでしょうか。 

○満田委員（代理：福田） 質問が何点かあるのですが、まず１点目として、現在暫定的

な措置ということで、ここで御説明いただいていない内容なのですが、協力準備調査の報

告書の公開のタイミングというのは今どうなっているのかという点についても関心がある

ので、その点についても御説明いただければありがたいなと思います。 

 ２点目ですが、無償資金協力に関する暫定的な措置として、この紙をそのまま見ると、

２０１０年６月まではＪＩＣＡのガイドラインを参考としてやる、７月以降は以下のよう

にやりますという仕切りになっています。その７月以降にやりますというような頭書きで

書いていらっしゃるア）、イ）、ウ）の内容を見ていくと、例えば環境アセスメント報告

書の公開のように、確かにあるタイミングでエイヤッと決めなくては、このタイミングか

らじゃないと難しいですという内容のものもあるかと思うのですが、一方で、環境レビュ

ーだとか、あるいはモニタリングの項目というのは、ある意味今でも同じようなことをや

っているのではないかというような印象もなくはないのです。７月以降じゃないと本当に

できない内容なのかというところをもう少し御説明いただければありがたいかなと思いま

す。何で７月以降じゃないとこういうことができないのか、あるいは今やっていないので

あればどうしてやっていないのだろうというところをもうちょっと御説明いただければな

と思いました。 

 ３点目ですが、環境レビューの後に、ＪＢＩＣのガイドラインだと環境レビュー結果の

公開を行っているかと思うのですが、それに相当する無償資金協力における措置というの

は行われないのかということをお伺いしたいと思います。 
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 以上３点、お願いします。 

○事務局（天田） １点目の協力準備調査報告書の公開のタイミングでございますけれど

も、協力準備調査ということで、平成２０年の１０月以降、新しいＪＩＣＡで、それまで

の開発調査ですとか、あるいはＪＢＩＣでやっておりましたＳＡＰＲＯＦですとか、こう

いったものを衣がえした形の、ＪＩＣＡの協力事業の準備をする調査ということで一本化

してきてございます。その中で、調査の報告書の公開につきましても順次、これは先方の

了解を取りつけて実際に公開してきておりますので、最初に調査を開始するときに、こう

いった形で調査を行って最終的に報告書の公開を行いますということで先方の了解を取り

つけて、でき上がったものを今度は公開していく、こういう順序立てでやってきてござい

ます。現時点におきましては、それぞれ協力準備調査が終わりまして実際に案件の合意文

書の締結が終わった後に報告書の公開というところをやらせていただいております。今回

のガイドラインの改訂の中で、そういった報告書につきましてはぜひ環境レビューの前に

公開して、それを踏まえた形で外からの御意見とかがあれば伺うようにというところで、

議論の結果そういう形になってございますので、新しいガイドラインの中で、協力準備調

査報告書の公開を受けて、その後環境レビューを行うという形になってございますが、こ

の暫定期間中は、環境レビュー等につきまして旧ガイドラインを適用するところにつきま

しては、先方政府等の了解の取りつけ、あるいは私どもがコンサルタントさんにお願いし

ております報告書の作成のタイミング、報告書の様式、こういったところ等もございます

ので、従来どおり、すべて終わったところで公開という形にさせていただきたいと考えて

ございます。 

○事務局（杉本） 御質問いただいた点の２点目以降ですけれども、暫定措置の中で、特

に環境レビュー、モニタリングについて７月以降ということでやっている点ですが、ＪＪ

統合して本体がＪＩＣＡに移管された後、確かに内部でもこれをどのようにやっていくの

かということを議論してきておりまして、今の取り組みとしまして、タイミングとしては、

協力準備調査がほぼ終わってドラフトができ、特に無償の場合はこれを相手国に説明する

という、詳しい方にとってはＤＢＤというタイミングで、調査結果の内容、環境社会配慮

に関する事項をいま一度相手と確認し合ってミニッツに落とす、さらに必要があれば、例

えばＪＢＩＣガイドラインの中に参考資料としてついているチェックリストのようなもの

を使って具体的に確認し合う、そういったいろいろなことを順次相手と協議しつつ取り組

んでいるという途中段階にあります。一方、モニタリングについても同じような状況でし
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て、要は、モニタリングをやるということでは、だれがどのように行うのかということ及

び何をモニタリングするのかという点が重要な事項としてあると思いますが、これを同じ

タイミングで相手とＪＩＣＡ側の約束ということで話し合い、協議録に落とし、必要によ

っては、こんな形でこんな項目を報告するというようなものをお互いに話し合う。環境レ

ビュー及びモニタリングについては、こういうことを今まさに、たくさん国がありますの

で、それぞれ検討・協議しながら進めて取り組んでいるところであります。そういった形

で大体状況は見えつつあるところでありますので、その状況を再度整理しまして、新しい

ガイドラインが適用されるのと同じタイミング、ある意味切りがいいというところもあり

まして、そういう時点からこのようにきちっと対応するということでやらせていただけれ

ばということでこの日程で出させていただいています。あとは、いろいろなタイミングが

暫定措置の中でありますと、ＪＩＣＡ内部はともかく、相手側との関係で混乱を来すよう

なこともあり得るかなということも若干心配したところがありまして、そこで１つわかり

やすい時点ということで、新ガイドライン適用の７月というのを出させていただいており

ます。 

 ３番目の無償資金協力に関するレビュー結果の公開ということでは、現在ＪＩＣＡのホ

ームページの中で、正確には追って報告しますが、調査結果の概要、サマリーのような形

で情報を出させていただいていますので、それについては引き続き現行の内容を継続して

いくということで、レビュー結果の公開については対応していきたいと思います。ただ、

これは２点目とも関連いたしますが、どういったやり方で環境レビューを位置づけて内容

を担保していくかということが充実されていけば、その結果の公開の内容についても充実

が図れる可能性があるかと思いますので、そこは引き続き内容の充実に努めていきたいと

思っています。 

 以上です。 

○満田委員（代理：福田） まず確認ですが、最後の点、今何を公開していらっしゃると

おっしゃいましたか。今、調査結果の概要というおっしゃり方をしたかと思うのですけれ

ども、それで正しいですか。レビュー結果と調査の話はまたちょっと違うと思うのですが、

現行はどのようなものを公開していらっしゃるのでしょうか。 

○事務局（杉本） 調査結果の概要で間違いないはずですが、念のため再度確認させてい

ただいてもよろしいでしょうか。 

○満田委員（代理：福田） ということは、位置づけとしては、環境レビューの結果につ
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いて記載されているというよりは、その前提として行われた、基本設計だったら基本設計

を行った協力準備調査の内容について説明されている文書であるという理解でよろしいで

すか。調査結果というのと、それから環境レビューというのはあくまで審査の結果だと思

うので、そこが若干、話がかみ合っていないかなと思ったのですけれども。 

○原科座長 今の御説明だと、環境レビューの結果自体は公表しないということになりま

すか。 

○事務局（天田） 申しわけございません。この点は急ぎ確認させていただきまして、す

ぐ御報告させていただこうと思いますので、別の点の御議論をいただければと思います。 

○原科座長 では、今の件はそういうことでよろしいですか。 

 では、もう１点、どうぞ。 

○満田委員（代理：福田） もう１点、協力準備調査の報告書の話をしようと思ったら、

天田さんがどこかにいらっしゃってしまうという……。 

○原科座長 では、ちょっと確認に行っていただいて。 

○満田委員（代理：福田） 戻ってからの方がよろしいですかね。 

○原科座長 ２度しゃべってもいいから、１回言っていただいて。どういうことですか。 

○満田委員（代理：福田） 協力準備調査報告書の公開のタイミングについて、先ほどの

御説明ですと、現在の取り扱いとしては、合意文書が締結された後に公開することにして

いるということでした。私、正直言ってそれはいかがなものかと思っています。協力準備

調査の中でさまざまな環境社会配慮をやられたにもかかわらず、その情報が一般に公開さ

れないままに審査が行われ、意思決定がなされ、その後に私たちがその内容を見るように

なるというのは、そもそも協力準備調査は案件をつくるためにやっているという性質から

言っても、そもそもそのためのお金として税金が使われているということから言っても、

非常におかしいのではないかと思います。 

 どういうときに出すのかというのは今の話ではよくわからなかったのですが、一律そう

いうことが行われるということになると、例えば、協力準備調査としてＦ／Ｓが行われる、

その後基本設計調査が行われるということがあったときに、Ｆ／Ｓの報告書も最後まで出

ないのですかというのもよくわからないというのがあります。 

 それから、現行のＪＩＣＡのガイドラインでは、開発調査としてのフィージビリティス

タディであろうが、無償資金協力の事前の調査としての基本設計調査であろうが、完成後

速やかに公開するということになっていて、入札に関連する情報をどこまで出すのかとい
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う話は別の議論があるところではありますが、少なくとも環境社会配慮に関する部分につ

いては完成後速やかに公開されていて、合意文書の締結までその公開を行わないというこ

とは現行のＪＩＣＡのガイドラインでは想定されていないということを考えると、もとも

とのＪＩＣＡのガイドラインより今の協力準備調査の取り扱いは後退しているのではない

かと思うところです。いただいた説明ですと、ここにはＪＩＣＡの環境社会配慮ガイドラ

インを参考として協力準備調査を実施すると文言上は書かれているのですが、実際のその

公開の取り扱いを今伺ったところでは、要するにこれを参考としてやっていない、ここに

書かれていることよりも随分おくれた公開を今はなさっているというように考えます。そ

れは公開のタイミングとして随分おくれた対応ではないかなと私は思います。 

○原科座長 今御説明なったような遅いタイミングでみんなやっているということですか。

あるいは場合によってはそうでもないことがあるわけですか。事実関係はどのようになっ

ていますでしょうか。確かに事前に公開しないと意味がないというのはおっしゃるとおり

ですね。終わってからではね。 

○事務局（杉本） ファクトの件は天田が戻りましてから。 

 ただ、今のようなことも踏まえて、新しいガイドラインではカテゴリＡについては必ず

環境レビュー前に出していくということにはしていますので。そこのところの重要性もあ

って、なるべく早く新しいガイドラインでの審査ということで、協力準備調査はともかく、

要請が７月１日を過ぎたら本体は新しいガイドラインで見ていくということでやっていけ

ればということは考えていた次第です。 

○満田委員（代理：福田） 新しいガイドラインの施行時期が比較的早い段階で設定され

ているというのはすばらしいことだと思うのですが、一方、昔のＪＩＣＡのガイドライン

でできていた、新しいガイドラインでもやる、しかし１０月１日以降、新ＪＩＣＡの設置

後、協力準備調査としてやられてきた穴に入ってしまったものについては後退した状態だ

というのは筋が通らないのではないかと思うのですが。 

○原科座長 そこを何か工夫しておかないとだめですね。確かにそれはそうです。その辺

はどうなりますでしょうか。 

○事務局（杉本） 確認だけなのですが、ＪＩＣＡの、特に開発調査において事前に公開

されているというのは、もちろん調査が終わった段階でその調査報告書の完成版は公開さ

れていますけれども、例えば現地でコンサルテーションをやるなりということで、その関

連部分が公開されているという趣旨でおっしゃっておられるのでしょうか。 
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○満田委員（代理：福田） 昔の仕組みについては、どの段階で何を公開するというのが

いろいろ細かく規定されているので、その辺のディテールに入ってしまうと話がややこし

くなってしまうので。ひとまず私が今ここで提起したかったのは、最終的な報告書の公開

のタイミングということです。 

○原科座長 さっきの福田さんの質問に対して回答しなければいけないというので調べに

行ったのですけれども。「調査結果概要」というのが環境レビュー結果であるかないか。 

○満田委員（代理：福田） 天田さんが戻っていらっしゃらないと。 

○原科座長 では、この件はペンディングにしまして、ほかに何かございましたら、それ

をお聞きしておきたいと思います。 

○大村委員 事実関係の確認なのですが、２の「暫定的な措置」というのは現行ガイドラ

イン適用案件に関する取り扱いということでしょうけれども、そうすると、（５）の「共

通」も現行ガイドラインの適用案件ということですね。そうしますと、先ほどのチャート

で言いますと、協力準備調査があるやつですから、パターンＡかパターンＢのものですね。

私、そこで少しわからなくなったのですが、パターンＡもパターンＢも、協力準備調査の

実施合意は７月１日以前ですね。それで７月１日以降、ＪＩＣＡは協力準備調査の実施決

定前に何か情報公開するということが実際成立するのか、私、チャートを見比べてみてよ

くわからなくなってしまったのですが、そこはいかがでしょうか。 

○原科座長 今の御質問に対していかがでしょう。実施決定前に公開するということと、

実施の合意、タイミングの問題かな。 

○事務局（杉本） 今御質問いただいた点については、協力準備調査が実施されるタイミ

ングとしまして、７月１日以降に実施される、そこまでずれ込んでしまうものについては、

協力準備調査実施の頭の段階でやっています情報公開を新ガイドラインのレベルでやって

いこうということで考えているという趣旨でございます。ですので、このパターンで近い

ものでいきますと、パターンＣのような形で、要請が６月３０日より前に出ている、ただ

し実際の調査が７月１日より後になったものについては、協力準備調査実施の頭の段階で

カテゴリ分類、事業概要といったものを公開しようということで書かせていただきました。 

○大村委員 そうしますと、これは２０１０年７月１日以降協力準備調査が実施されるも

のについてはということですかね。協力準備調査実施合意が７月１日以前であっても、実

際に調査が７月１日以降に始まるものについてはカテゴリ分類を書くと。 

○事務局（杉本） はい。 
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○原科座長 もうちょっと右へ寄せればよかったのかな。短いからね。実施はもっと前と

いうイメージで。この絵で見ると。今の話だと、そういう感じですね。協力準備調査の合

意の後に実施があるという流れで今御説明があったのですが。合意はあったけれども実施

が７月１日以降だったら公開するということですね。 

○大村委員 パターンＡとパターンＢの図を見ていると、協力準備調査実施合意が６月３

０日以前だと。これについて今議論しているわけですね。今の話だと、実施合意が６月３

０日以前であっても、実際の協力準備調査の着手といいますか実施が７月１日以降のもの

についてはカテゴリ分類を出しますよという趣旨なのでしょうかというのが私の質問です。

もしそうだとすれば、そのように書き直した方がわかりやすいかなと。 

○原科座長 だから、実施合意の後に実施決定だという概念で今御説明になったんじゃな

いのですか。でも、合意と実施決定は一緒だという見方もあるからあれだと思ったのだと

思います。 

○中山委員 合意というのは●なんじゃないですか。それでこの矢印の間実施しているの

でしょう。だから、●の時点で合意するという意味ですね。時点ということの意味になる

のですね。 

○原科座長 実施決定というと合意と一緒と思います。 

○中山委員 矢印の最後のところで合意したということですか。 

○原科座長 いや、合意は左の●です。 

○中山委員 ●のところで合意しているのですね。ですから、もう実施決定しているので

すね。 

○事務局（天田） まず合意と決定のタイミングを明確にした方がよろしいかと思います

ので。 

 ここはすき間というか、決定というのを、だからここに書いていなかったと思うのです

けれども、絵上は実施合意というところが●になっていて、そこからそのまま調査になっ

ております。それで、「共通」で申し上げております実施決定のタイミングと、１のただ

し書きの「６月３０日以前に相手国等との間でその実施につき合意した」というところの

タイミングで参りますと、実態的には、実施決定を行う前に先方に受け入れる意思がある

ことはある程度確認しつつ、ここで申し上げております実施の最終的な合意という意味で

は、実施を決定して調査団を派遣するというところを決めた後に、本当にこれでいきます

よ、これで調査をしますよというところで先方に最終的な合意をいただくというプロセス
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を考えていますので、タイミングの流れといたしましては、ここで言っているところの決

定と合意というのは、決定が前で、合意が後になってまいります。 

○原科座長 決定が前ですか。 

○事務局（天田） はい。 

○大村委員 決定が前だとして、７月１日以降に決定があるようなものは新ガイドライン

の適用ですよね。 

○事務局（天田） そうです。多分それ以外のものはないと思います。 

○大村委員 そうすると、２の（５）という表現は適切ではなくて、これは３にしたらい

かがでしょうか。２というのは、そもそも現行ガイドライン適用案件ということですよね。 

○原科座長 ２の（５）は暫定措置のことを言っているのだと思います。だから「共通」

というのがある。 

○満田委員（代理：福田） この（５）というのは要請がもう出てしまっているパターン

の話をしているのですよね。 

○事務局（杉本） そうです。この（５）も含めて、２のケースではもう既に要請が出て

いる状況で、したがってガイドラインの案文のまさに２のところで既に要請を受けたとい

うことで、まず旧ガイドライン適用が決まっているという大前提がありまして、その上で、

ではそれらの案件についてどうするかということです。 

○原科座長 でも、決定が先だったら、今のだと全然該当しなくなってしまう。 

○満田委員（代理：福田） 大村さんの御質問にダイレクトに答えるのは、要するに、パ

ターンＣだけれども要請は７月１日より前に出てしまっているというものを想定すればこ

の（５）にはまってくることになるということだと思うのです。要請は７月１日なので、

協力準備調査についても、本体事業についても、いずれにせよ現行ガイドラインが適用さ

れる。しかし、協力準備調査実施合意が７月１日以降になるものについてはこのように情

報公開しますよということが書かれているのが（５）だというのが私の理解なのですが。 

○事務局（杉本） まさにそういう理解で、こちらの意図は、今、福田委員代理から説明

いただいた内容です。 

○大村委員 そうすると、この図をもう１パターン加えていただいた方がわかりやすいの

かなと。要請が７月１日以前で、実施調査が７月１日以降というパターンがあるというこ

とですね。わかりました。 

○事務局（天田） 先ほどの無償資金協力につきましての現状でのレビュー結果の公開と
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いうところでございますけれども、実は既にホームページに出ているのですが、現時点に

おきましては先ほど杉本から申し上げましたように調査結果が公開されてきてございます。

それで、私ども、２０年１０月以降、新たに無償資金協力で環境レビュー、まさにＪＩＣ

Ａが実施するということで取り組んできてございます。現在ホームページ上はアンダーコ

ンストラクションになっているのですけれども、無償資金協力の事前評価の評価結果を急

ぎ公開するべく今準備をしてございまして、近々この結果が公開されるようになってまい

ります。これは７月を待たずに、準備が整ったところで速やかに公開してまいりますので、

そのタイミングにおきまして、環境レビューの結果の概要でございますけれども、こちら

は公開されていくというようなことになってまいります。 

 それから、協力準備調査報告書の公開のタイミングの御質問があったと思うのですけれ

ども、ここにつきましては、現在でございますけれども、基本的にＪＩＣＡがずっと準備

の調査を行って、案件としては２０１０年以降ＪＩＣＡが本体もやることになってまいり

ました無償資金協力と、それから、開発調査という形でＪＩＣＡが調査をやって、これと

は別に改めてそういったものも踏まえて環境レビューを行って円借款を供与してきたプロ

セスと、２つ若干異なるところがございますので、分けて御説明させていただきます。 

 無償資金協力の方につきましては、今で言いますところの協力準備調査、無償の準備の

調査ですね、こちらが終わりましてできるだけ速やかに公開しようとしているのですけれ

ども、現実的なタイミングといたしましては、環境レビューが終わりまして、閣議とかが

終わって、Ｇ／Ａを結ぶか結ばないかというようなタイミングで公開させていただいてご

ざいます。ここは、新ガイドラインにおきまして、このタイミングを早める、できるだけ

早くやって環境レビューの前に情報の公開をするということに取り組んでいくというとこ

ろになってございます。 

 有償資金協力の方でございますけれども、こちらは従来ＪＩＣＡで開発調査をやって、

この報告書の公開のタイミングと、円借款の供与を行っていくタイミングと、ここは必ず

しもどちらが前というような形にはなってございませんでした。これが、今ＪＩＣＡにな

りまして、かつて開発調査としてやってきた案件、先ほど堀田先生からも御指摘いただき

ましたけれども、こういったものも回ってございますし、ＪＩＣＡになってから協力準備

調査ということで始めている案件とか、いろいろな形がございます。これにつきましては

現在でき上がって、通常ですと、Ｌ／Ａを結んだような、合意文書の後ぐらいのタイミン

グで公開されてきているのですけれども、これも同じく新ガイドラインにおきまして環境
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レビューの前に情報の公開を行うというところで、一歩前に出るような形で情報の公開を

進めていくということを想定しているものになってございます。 

 以上でお答えになっていますでしょうか。 

○原科座長 ちょっとうなるところがありますけれども、どうですか。 

○満田委員（代理：福田） 事実関係に関する問題として、一番最初の天田さんの御説明

では、合意文書締結後に公開するというお話だったのですが、今の話だとその辺がわやわ

やとなっていて、例えば無償資金協力については事実としてＧ／Ａ締結の前後ぐらいで公

開されているというお話だったかと思うのですが、それは特段ルールがあってそうしてい

るわけではないということなのでしょうか。というのは、最初の御説明では、相手国への

説明の関係、コンサルタントさんの仕事の関係ということもあるのでこういうタイミング

でやっているのですという御説明だったので、それが１つの決まったスタンダードと申し

ましょうか、プロシージャーと申しましょうか、その中でＧ／Ａ後に公開するということ

が決まっているのかなというようにお伺いしたのですが、今の御説明だと、ただ単に作業

の都合上そうなってしまっているという御説明で、どちらが御説明としては正しいのです

か。 

○事務局（天田） 申しわけございません。私の申し上げ方が不正確だったところがある

かと思うのですけれども、現状、相手国との関係というところでは、我々ＪＩＣＡとして

の検討を終えて、通常のタイミングとして、政府として閣議を終えてＥ／Ｎを結んでいた

だいた後に公開となっておりますので、ＪＩＣＡを通じて日本政府がこれを無償供与する

ということが先方政府にも明らかになったタイミングで公開する形になってございまして、

その手順に応じてコンサルタントさんの作業も進めていただいている形になってございま

す。 

 それから、先ほど申し上げました合意文書のタイミングというのはちょっと不正確だっ

たところがございまして、そこは失礼いたしました。 

○満田委員（代理：福田） ということは、結局のところ環境レビューが終わるまでは協

力準備調査の報告書は公開されないということになるわけですから、やはり情報公開のタ

イミングとしては非常に遅いのではないかと思います。 

 先ほど天田さんが外に出ていらっしゃったときに何点か申し上げたのですが、現行のＪ

ＩＣＡのガイドラインでは基本設計調査報告書は完成後速やかに公開するということにな

っていて、どのタイミングまで公開できないというのはなかったという中で、今、環境レ
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ビューが終わるまで環境社会配慮に関する部分が含まれる可能性がある協力準備調査報告

書が公開されないというのはおかしいのではないかと。現行のＪＩＣＡのガイドラインよ

りも後退しているし、新しいガイドラインとも違うし、なぜかその谷間にあるものだけが

公開のタイミングがおくれてしまっているのではないかと私としては思っているところで

す。 

○事務局（天田） その点も私の御説明の仕方が不十分だったところがあるのだと思いま

す。従来のＪＩＣＡのガイドラインの中でやってきましたプロセスを変えているものでは

ございませんで、その中で私どもが、今ＪＩＣＡでやっております無償の協力準備調査の

報告書の普通に速やかに公開をということでやっておりますところのタイミングを先ほど

申し上げましたプロセスの中に入れていきますと、まさに政府に御報告し、閣議決定がさ

れ、無償のＥ／Ｎが結ばれる、こういった後のタイミングに大体なってきているところで

ございます。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） 企画部の植嶋です。 

 基本的には天田が申し上げたとおりなのですけれども、福田さんの御理解は、この狭間

に入っている期間は従来のＪＩＣＡのガイドラインに基づく報告書の公開よりも遅くなっ

ている、悪くなっているというお話ですよね。そういうことは一切ないと思います。その

遅くなっているという根拠は何なのでしょうか。  

あと、報告書という完成した形での公開というのは、調査が終わって、製本して、し

かも政府の決定が終わり、Ｅ／Ｎが結ばれた後という形に従来もなっていますし、今も変

わらないのですけれども、その前に、環境カテゴリＡの案件については、審査会にＤ／Ｂ

Ｄ、いわゆる最後のドラフト説明に行く前に報告書の案という形ですべて報告しているの

です。それはウェブにも全部掲載されますから、実質的にはその案の段階で公開されてい

るのが従来の手続ですし、この狭間の期間もそれを変えているわけではないということで

す。 

○満田委員（代理：福田） それは私も確認してみないとわからないのですが、Ｂ／Ｄの

最終版をＥ／Ｎが終わるまで入れないという運用がなされてきたという覚えはないので、

その点は私の方も確認してみます。 

 あと、ドラフトが審査会にかかっているということは私も存じておりますが、これがウ

ェブサイトで公開されているというのは私も今初めて聞いたのです。審査会にかかってい

るものでも、その審査会の資料はウェブサイトには公開されていないと私は理解している
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のですが。これは基本的には審査会の委員の方々には配付されていると思うのですが、必

ずしも一般に公開されているというステータスのものではないというのが私の理解だった

のですが、違いますか。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） 済みません、私も審査会の資料は基本的にすべて情報公開されてい

ると理解していたので、ドラフトのレポートについても資料として委員に配付される限り

においては公開されていると理解していたのですが、ちょっと確認させていただきたいと

思います。審査部、わかりますか。 

○事務局（杉本） ウェブでの公開ということでは、その日のアジェンダと、逐語の議事

録をとっていますので、それは公開していますが、そこでのドラフトの報告書の資料は委

員に検討のために配付させていただいていますけれども、ある意味そこの限定配付、限定

情報公開といいましょうか、そういった形で…… 

○原科座長 委員限りですね。 

○事務局（杉本） はい。 

○原科座長 ウェブに載らないということですね。 

○事務局（杉本） ウェブには載せてはいないです。 

○ＪＩＣＡ（植嶋） 済みませんでした。 

○原科座長 ということは、公開されていないということですね。 

○事務局（杉本） ただ、それに基づいてどういった議論がなされたかということはすべ

て…… 

○原科座長 委員限りという意味合いは幾つかあると思うのですけれども、公開しにくい

ということと、分量が多いし、扱いがややこしいところもありますからね。だから、そう

いう分量の問題だけであればウェブに出していただいてもいいのではないですか。 

○事務局（杉本） 積算とか入っているものも…… 

○事務局（天田） ありますよね。 

○原科座長 だから、公開しにくいものは外して出すとか。何しろ情報公開をもっと進め

ないとうまくないような感じを受けますが。今のを伺っていると。委員限りということは、

傍聴者も知らないということになりますね。傍聴者はもらえるのですか。 

○事務局（杉本） もらえません。 

○原科座長 ということは議論の中身はわからないですね。詳細について。その辺は何か

工夫いただいた方がいいかな。 
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○事務局（杉本） ファクトとしましては、通常、審査会では、報告書そのもの、これは

大体このぐらいの分量があるものと、あとは当日の説明資料ということでそのサマリーを

つくっていまして、その資料は委員の方及び当日一般参加された方に配付していますので、

エッセンスは何かということはそれで見ていただける。それで報告書自体は委員の方のみ

に送付されている。そういった状況になっております。 

○原科座長 これは事実関係を確認した上で議論しないといけない部分があるように思い

ますので、この件に関しては、きょうはここまでにしましょうか。よろしいですか。 

○ＪＩＣＡ（岡崎） それで構いませんが、福田さんも御理解いただいているとおり、こ

れは暫定期間中の数カ月の部分の取り扱いの議論ですよね。 

○満田委員（代理：福田） 数カ月ではない。 

○ＪＩＣＡ（岡崎） でも、７月１日以降、新しいガイドラインの適用案件はすべて新し

いガイドラインにのっとって行われるわけですから…… 

○満田委員（代理：福田） ２０年１０月～２２年６月までの話なので、この数カ月のお

話ということではないかと思うのですが。 

○ＪＩＣＡ（岡崎） ２０１０年７月１日以降の案件はすべて新しいガイドラインにのっ

とって行われますし、そのガイドラインでの取り扱いについては情報公開の範囲も広がる

ことについての御理解もいただいていると。この委員会でそのガイドラインの内容につい

ての御議論を進めてきているわけですが、６月３０日以前の新ガイドライン適用が始まる

前の取り扱いをどうするかということでの確認ですよね。 

○満田委員（代理：福田） そのとおりです。 

○ＪＩＣＡ（岡崎） ですから、今は旧ＪＢＩＣのガイドラインと旧ＪＩＣＡのガイドラ

インが併存している状況の中で、これまで暫定的な措置に御理解をいただきながらもやっ

てきているところで、若干、例えば今の審査会での情報公開の範囲が、我々は全部議論を

公開していますし、ウェブサイトで議事録も公開していますから、すべて情報公開してい

るのだろうと思っていたのですが、実際には配られている資料がウェブサイトに載ってい

なかったとか、ただそこに来ていただければだれでも見られるようになっていたというこ

ともありますので、暫定的な期間の取り扱いについてはこの辺を整理して申し上げたいと

思います。 

 いずれにしても、我々の意図として、新しいガイドラインになって範囲が広がることは

大変だから、６月３０日までのところを使ってなるべくそこまでに片づけてしまおうとか、
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そういう意図は全くございません。我々も人間ですから、頭の中で幾つものガイドライン

が並行して動いていて、この案件はどのガイドラインを適用するんだなんていうことはな

るべくやりたくないのです。基本的には新しいガイドラインでやりたい。新しいガイドラ

インであれば情報公開の範囲も広がっていますし、取り扱いについても整理されています

から、７月１日以降、なるべくその適用でやっていきたい。６月３０日までのところで、

これは今いろいろ議論していますし、我々の方も併存しているガイドラインの取り扱いと

実態面での取り扱いについて関係者の理解にやや違いがあったりして御迷惑をおかけして

しまっているのですが、その部分は整理して御報告させていただきたいと思います。 

 いずれにいたしましても、申し上げたいのは、そういったことがあるので大半の案件は

なるべく新しいガイドラインでやっていきたい。そこのところは御理解いただきたいと思

います。 

○事務局（天田） やや不正確な御説明等がありまして、もしかしたら誤解なり不快な思

いをさせたところがあるかと思いますけれども、いずれにしましても、それまでの間に何

か後退するということは私ども全く考えていないし、今までもやってきたとは思っており

ませんので、より正確な形での、座長からも確認の上ということでございましたので、そ

こは確認の上御報告させていただきます。 

○原科座長 そうしてください。 

○事務局（河添） ここで御説明に窮してしまったところは、やっていることは昔のプロ

シージャーと変わりません。要するに協力準備調査という名前をかりて、昔の調査でやっ

ていたところの、一番最初は予備調査、そして基本設計調査、そして詳細設計調査という

プロシージャー自体は全く変わっていないのです。ただ、協力準備調査という言葉を使っ

てそれを一まとまりにしたところで、どの段階でどのまとまりを報告するようにしている

のかというのがちょっとあやふやになってしまっているところも確かにあると思うのです。

ですので、そのタイミングはもう一回こちらで確認させていただいた上で御報告させてい

ただくということで。要するに同じことをやっているので、同じような情報が集まってい

て、しかるべきタイミングにまとめて報告しているということなのですけれども、どうい

うまとまりでやっているかというところがちょっとあやふやになってしまっているところ

があるので、申しわけないですけれども、一回事実確認をしてから御報告させていただき

たいと思います。済みません。 

○原科座長 では、そうしましょう。 
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○満田委員（代理：福田） 岡崎さんのおっしゃるとおり、あくまで暫定的な措置につい

てというお話で、７月１日以降はこういう形で議論したものできっちりやっていこうとい

うお話の前提であるということは、それはそれで私も十分に理解した上でお話しさせてい

ただいていると思います。ただ、例えば実際に、既に今この段階で審査に入っているもの

について協力準備調査が動いていて、どうやら内容はほぼまとまっているのだけれども、

報告書を見せてくださいと言うとまだできていませんというような中で、私たちが具体的

にその事業について何か物を言いたいときに、しかし物を言うための基礎となる資料はな

く、ふと気がついたらＥ／Ｎが結ばれているかもしれないという緊張感の中で我々外部の

者としては仕事をしなければいけないというところからお話しさせていただいている話な

ので、そこは御理解いただけるのではないかと思っています。 

○ＪＩＣＡ（岡崎） そこは我々も全く共有しています。要するに、従来、例えばＪＩＣ

Ａが開発調査をやって終わりましたと。それが円借款の案件だったとしても、円借款はＪ

ＢＩＣがやっていましたから、ＪＢＩＣから見ると、ＪＩＣＡの開発調査が終わったこと

は知っていても、その情報公開がいつになったとか、印刷がいつ配られたとかというのは、

確認する人もいれば、確認しない人もいるし、それは別な組織がやっていることだからと。

これは無償資金協力についても、ＪＩＣＡが調査しても、その後、本体は外務省がやって

いましたから、結果的にはさっき天田が言ったようなことが起きてしまっていたわけです。

要するに、プロシージャーとしてはどんどん進んでいっている、一方でＪＩＣＡがやった

調査の報告書がセットされたタイミングが直前になってしまっていた。しかし、外務省が

本体を検討するためには当然ＪＩＣＡがやった調査を参考にしていたはずです。そういう

ことを今度は新しいＪＩＣＡとして１つの組織でやるので、それは全部手順を追って進ん

でいきますよと。それを新しいガイドラインで定めているわけです。ですから、協力準備

調査をやった結果も公開し、かつ助言委員会の検討に付しているわけですから、そこでま

た御議論をいただくということになりますので、福田さんと私でこの議論は別に対立して

いるわけではなくて、問題意識は全く共有していて、実施機関が違ったがために結果とし

て不透明な部分があったり、今この瞬間に理解したことが物として理解できなかったこと

が往々にしてあったということだと思うのです。それを新しいガイドラインでは、新ＪＩ

ＣＡとして１つの機関でやっていきますから、すべて手続的にはステップ・バイ・ステッ

プで進んでいく、それを文章としても明らかにしているというのは御理解いただいている

と思うので、そこはあえて念を押しませんが、しかし、その一方で、まだ新しいガイドラ
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インができていませんから、暫定的にやっている運用の中で、誤解やクリアになっていな

い部分があったと思います。そこは整理して御説明させていただきたいと思います。 

○原科座長 よろしくお願いします。 

 ちょうど時間が半分ほど過ぎましたので、ちょっと休憩を取ります。今３時３８分です

ので、５０分から再開したいと思います。 

 

午後３時３８分 休憩 

 

午後３時５０分 再開 

 

○原科座長 時間が予定の５０分になりましたので、再開したいと思います。 

 今の議題ですが、ほかにございますでしょうか。今の件に関しては、あとは情報、事実

関係を確認した上でということでよろしいでしょうか。もしよければ次の議題に移ります

けれども、よろしいでしょうか。 

 

（２）新環境社会配慮ガイドラインに係るＦＡＱ案について 

 

○原科座長 それでは、次の議題でございます。「新環境社会配慮ガイドラインに係るＦ

ＡＱ案について」でございます。では、まず資料を御説明ください。 

○事務局（杉本） お手元にＦＡＱの関係で資料を３つ用意させていただいておりますが、

きょう議論をお願いしたいと思っておりますのは３２－２－１、新たに追加するＦＡＱの

案でございます。この２つは、冒頭説明させていただきましたとおり、現行、ＪＩＣＡの

ウェブサイトに既に掲載されているものを単にワード文書に落としただけのものでござい

ます。３２－２－２、３２－２－３のものは、基本的には、考え方等々で中味を変更して

いないものはそのまま引き続き使うということで対応してまいります。 

 今回、「環境社会配慮ガイドラインに係るＦＡＱ（新たに追加するもの）（案）」とい

うことで、あわせて１３項目作成いたしましたので、この内容を簡単に説明させていただ

きます。 

 通番の順番でまいりますと、まず１番、なぜ新ガイドラインを作成することになったの

かということ、これは新ＪＩＣＡの誕生と関連しているところでございますので、新たに
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問い立てと答えをつくりましてＦＡＱに追加したいと考えております。 

 以下の箇所はそれぞれガイドラインの文言の解釈等に関する規定になっておりますが、

通番２番では、委員会でも議論がございましたが、ガイドラインの１．３．１８におきま

して、「無償資金協力における Grant Agreement(Ｇ／Ａ)等」ということが入っており、

この「等」が何かという件につきましては、技術協力における技プロ、開発計画調査型技

術協力の実施を合意する文章についてが「等」ということで記載されているということを

説明させていただきます。これは、ガイドラインの最終回以前にどのような文書名での合

意文書かということが確定すれば、それを入れさせていただきますということで、委員会

で説明させていただきましたが、引き続き検討中という状況でございますので「等」とい

うことで、そのかわり何が含まれるかということはきっちりＦＡＱで示させていただきた

いと思っております。 

 通番３番、これは重要事項の中に「意味ある参加」ですとか「真摯な発言」という記載

がありますので、それは具体的にどういったものを想定しているのかということをＦＡＱ

に書かせていただいております。「意味ある参加」とは、双方向のコミュニケーションが

あって、ステークホルダーの意見が適切に計画に反映されることを意味しております。

「真摯な発言」とは責任を持った発言。それぞれこういった意味ということで記載をして

おります。 

 続きまして４番、「不可分一体の事業」とはどのようなものですかと。この件も、その

内容なり考え方について委員会で議論がございましたが、これにつきましては、ＪＩＣＡ

が協力を行う対象プロジェクトと密接に結びついており、分けたり切り離したりできない

事業を意味するということでまず考え方を書いておりまして、また、事業の関連度合い、

実施主体、実施のタイミング等さまざまな状況に応じてケース・バイ・ケースで判断しま

すが、その後、例示ということで、委員会の中でも出ました鉱山事業とその鉱山専用のイ

ンフラ整備事業についてはそのように考えられる可能性があるということで例示を出させ

ていただいております。 

 続きまして５番、原子力発電プロジェクトにつきましては、前回の委員会で、パブリッ

クコメントの関係もあり、ファクトも含めてＦＡＱに記載すべしという御意見があったも

のでございます。ここでは、前回事務局から説明させていただきましたとおり、ＯＥＣＤ

のルールで原子力発電所をＯＤＡで支援することは禁じられております。他方で、関連の

送電線等周辺施設建設の支援を行うことは可能です。ＪＩＣＡとしては、国際ルールに従
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うとともに、本環境社会ガイドラインに基づく適切な環境社会配慮を行いつつ開発途上国

を支援いたしますということを記載しております。 

 また、今回新しくガイドラインで世界銀行のセーフガードポリシーとの大きな乖離がな

いことを確認するという文言がございますが、世銀のセーフガードポリシーとは何かとい

うことにつきましては、ここに世界銀行のホームページのリンクを紹介させていただくと

ともに、具体的なオペレーショナルポリシーの名称をここに書かせていただいております。

この点につきましては、既に運用されております新しいＪＢＩＣのガイドラインにおいて

も世銀のセーフガードポリシーをリファーしている箇所があり、基本的にはこれと同じ内

容がＦＡＱということで紹介されております。 

 ページをめくっていただきまして、通番７番になりますが、情報公開に際し個人情報の

取扱いはどのように行うのですかという問い立てでございます。いろいろな情報について

は個人情報という観点から１つ整理してということで検討いたしますということで説明さ

せていただいておりましたが、本人または第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあ

る個人情報は公開の対象としないということで書いております。こういった形で若干制約

的な記載をしておりますのは、個人情報一般すべてを対象ということではなくて、実質的

に権利利益の不当な侵害のおそれがないような簡易なものについては、例えばＥＩＡの報

告書の中にある議事録に単に名前のみが出ている、そういった既に公開されているという

ようなケースもありますので、ここでは少し限定的な形で表現しております。例えばとい

うことで、「住民移転計画に記載されている個人の資産に関する情報が、これに該当する

と考えています」ということで、例示をさせていただいております。 

 ８番ですけれども、これも委員会で議論になりました「環境レビュー前に、（協力準備

調査の）最終報告書もしくはそれに相当する文書についてウェブサイトで公開する」とい

う箇所につきまして、「それに相当する文書」というのはどのようなものですかという点

ですが、これも基本的に事務局から説明させていただいた内容をこの回答のところに整理

させていただいております。「協力準備調査が完了し、最終報告書が公開されていなくと

も、環境社会配慮に関して十分な判断を行うことが可能となるよう、環境社会配慮に関す

る情報を含む所要の情報が全て含まれるものを公開する」ということで、環境レビューを

実施することが可能なことを明示しているという点、この「所要の情報」についてはとい

うことで、具体的な内容を以下に記載させていただいております。若干長くなっておりま

すが、この点、少し考えた背景も含めて記載しておかないと、見ていただく方にわかりに
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くいかなというところもありまして、説明を多少つけたような形で記載をしております。 

 続きまして、９番では、「先住民族の判断基準はどのようなものですか？」という問い

に対して、世銀のオペレーショナルポリシー及び関連情報等を踏まえつつ個別の状況に応

じてＪＩＣＡで判断していくという考え方を記載しております。 

 これ以降は別紙の内容に関するものになっております。 

 まず１０番では、「生態系及び生物相」において、「プロジェクトは、重要な自然生息

地または重要な森林の著しい転換または著しい劣化を伴うものであってはならない」とい

う記載について、具体的にそれがどのようなものであるかという問い立てに対する答えと

いうことで記載しております。回答の内容としましては、ここにありますとおりですけれ

ども、「重要な自然生息地」ということでは、（１）、（２）にありますとおり説明させ

ていただいておりまして、また、「著しい転換」、「著しい劣化」ということでは、下の

２つのパラグラフが該当いたしますが、「著しい転換」とは「重要な自然生息地足らしめ

る状態が、完全に消滅または著しく減少すること」、「著しい劣化」とは「重要な自然生

息地としての種の保全機能が、著しく減少すること」ということで書いております。この

通番１０に関しましても、先行して検討を実施されています新ＪＢＩＣのガイドラインの

中で同様の項目を新たに追加するということがなされておりましたので、そちらの内容も

参考として、かなり共通の部分もありますが、この回答については作成しております。 

 続きまして、３ページに参りますと、１１番では「非自発的住民移転」に関するＦＡＱ

を書かせていただいております。項番１３にも共通する点ですけれども、今回、ガイドラ

イン別紙の中で、非自発的住民移転について、現行のガイドラインに加えていろいろと記

載しておりますが、実際の移転計画の内容としては個別のものを書くということではなく、

「世界銀行のセーフガードポリシーのＯＰ４．１２ Annex A に規定される内容が含まれ

ることが望ましい」ということで、その内容を規定しております。このため、実際にどの

ような内容がここに含まれているかということは本文中にはありませんので、そのウェブ

サイトをこのＦＡＱでリンクを張り紹介させていただくとともに、主な内容ということで

ここに以下のとおりということで書いております。このほかに、案件概要ですとか、そう

いった項目もこの Annex A の中には並んではおりますけれども、ここでは実際の内容に

深く関連するところを抽出して書いておりまして、そういうことで記載すべき主な内容と

いうことを書いております。 

 １２番の「先住民族」に関しましては、別紙１の「先住民族」の中で「先住民族に関す
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る国際的な宣言や条約の考え方に沿って」というところがございますので、それの何が該

当するかということをここでは記載しております。ただ、委員会の議論の中で、このＪＩ

ＣＡの新ガイドラインにつきましては、できるだけ具体的な条約、宣言等についても地の

文に盛り込むべきだという議論もございまして、括弧書きにはなっておりますが、（先住

民族の権利に関する国際連合宣言を含む）ということで、ここには１つ具体的な宣言を書

いております。ただ、それも含めてもう１つ、ＩＬＯの１６９号条約ということで回答欄

に２つの宣言、条約を書かせていただいております。 

 最後、１３番になりますけれども、これは先住民族に関する事項ですが、先ほどの１１

番の「非自発的住民移転」同様、別紙１の中ではセーフガードポリシーの Annex を引用

しまして、どのような内容が含まれるのが望ましいかということを書いておりますので、

まず Annex B が何なのかということはウェブサイトのリンクをＦＡＱの中で紹介させて

いただいております。それとともに、その中でも基本的な核となる項目についてピックア

ップいたしまして、ここで先住民族計画に記載すべき内容ということで紹介させていただ

いております。 

 今回、委員会の議論の中でございましたＦＡＱの作成ということでは、以上１３項目と

いうことで、議事録をもう１回確認した上で整理しておりまして、その問い立て及び答え

ということで作成させていただきました。何とぞ御検討をいただければと思います。よろ

しくお願いします。 

○原科座長 今御説明いただいたようなことですが、これに関しまして御質問あるいは御

意見等ございますでしょうか。 

 フロアからどうぞ。 

○一般参加者（田辺） ＪＡＣＳＥＳの田辺と申します。 

 １点、日本語の望ましいかなと思う提案なのですが、通番の９で、「先住民族の判断基

準」というと意味がたくさん出てきてしまうので、「先住民族に該当するかの判断基準」

とした方がいいかなと思います。 

○原科座長 今の御意見はいかがでしょう。「先住民族に該当するかの判断基準は」とし

た方がいいだろうと。 

○事務局（杉本） 御意見ありがとうございます。確かに答えは「先住民族に該当するか

は」ということで書いてありまして、きちんと対応させるということでは今の表現の方が

より正確かと思いますので、そういった形で修正したいと思います。 
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○原科座長 では、「先住民族に該当するかの判断基準は」というぐあいに直していただ

きます。 

 ほかにございますでしょうか。 

○中委員 中でございます。 

 通番の４の不可分一体の事業に関する回答ですが、「例えば」以下の文章を入れる必要

があるのでしょうか。確かに過去の委員会でＮＧＯ委員の方からこの趣旨の御質問があっ

たと思いますが、結論としてはケース・バイ・ケースで判断されるということでしたので、

改めて「例えば」以下を入れる必要はないのではと考えます。不可分と考えられる可能性

もあるし、不可分と考えられない可能性もあるということであれば、特に記載する必要は

ないし、その方が表現としてすっきりすると思います。以前、大村委員からＡＤＢの例を

御説明されましたが不可分一体についての事例は鉱山以外にもいろいろあると思われます

ので、特に鉱山を例にした回答は必要はないと考えますがいかがでしょうか。 

○原科座長 でも、ＦＡＱですので、具体的に示した方が丁寧な説明ではあると思います。

しかもこのことはこの委員会で議論しましたのでね。丁寧にはなると思います。それがな

いと逆に抽象的になってしまうので、「例えば」はあった方がいいと私は思います。そう

いうことで事務局はこれを用意したのですね。 

○事務局（天田） あくまでも「例えば」と、これ以外にも可能性としてあり得ますとい

うこと、それから、「不可分一体の事業と考えられる可能性があります」ということです。

ここで鉱山事業と鉱山専用のインフラ整備というような事例であったとしても、その場合、

ではどのように不可分一体と考えられるかどうかというところにつきましては、上にござ

います「事業の関連度合い、実施主体、タイミング等、様々な状況に応じてケース・バ

イ・ケースで判断」させていただくというところでございまして、書いてあったとしても、

これに限定されるものでなければ、これが必ずそうなる、一対一でもないというところで、

座長がおっしゃられたように、あった方がイメージはわかりやすいかなということで記載

させていただいたものでございます。 

○原科座長 どうですか。すっきりしない？ 

○中委員 ＪＩＣＡさんの御説明で理解いたしました。当方の意見にあまり賛同の声がな

いようですので、当方意見の反映は不要です。 

○原科座長 ほかにございますでしょうか。 

○佐藤委員 通番の８の環境レビューのところの Answers の方ですが、上から２行目の
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あたり、「所要の情報がすべて含まれるものを公開することで、環境レビューを実施する

ことが可能なことを明示したものです」とあるのですけれども、若干誤解を生むのではな

いかなと私は思っているのです。今まで公開していなかったから環境レビューは実施でき

なかったというような受けとめられ方をするとちょっと誤解が起きるかなと思うので、例

えば、「所要の情報が全て含まれるものを公開することで」というのを「公開した上で」

と変えるのが正確なのではないかなと思うのですが、いかがでしょうか。 

 それともう１つ、これは質問なのですけれども、通番の１１の「非自発的住民移転」で

世銀のセーフガードポリシーが Answers の方で引用されていまして、その一番下の項目、

「モニタリング及び事後評価の概要」とありますが、この「事後評価」の意味を教えてい

ただきたいと思います。我々は通常、大体工事完了後４年後に事後評価をやっております

けれども、それとこれは同じ「事後評価」という言葉なのですが、同じということなのか、

そうではないのか、そこを教えてください。 

○事務局（天田） まず１点目、８番でございますけれども、ここは佐藤委員がおっしゃ

られたような趣旨でございますので、もし「した上で」という方が皆様おわかりいただき

やすいようであれば、そのように修正させていただきたいと考えてございます。 

○原科座長 今の御提案でよろしいでしょうか。「した上で」と。―では、そうしまし

ょう。 

○事務局（杉本） もう１点、１１番の主な項目の一番下にあります「モニタリング及び

事後評価の概要」というところは、あくまでも当該住民移転に関することでございまして、

やったらやりっ放しということではなく、それが順調にうまくいっているのか、その後の

状況がどうなのかということをモニタリングいたしまして、最終的にそれがどの程度成功

裏にいったのかということはきちんと総括するというプロセスもやることが望ましいとい

うことで、計画から最後まできちんとモニターするのだということでこの Annex A が出

ていますので、事業全体ということではございませんで、内容としてはあくまでも当該の

住民移転なり用地取得に限った話ということで理解しています。 

○佐藤委員 確認なのですけれども、そうすると、ＲＡＰの情報公開をやって、その後に

またアップデートされるという理解でよろしいのですか。事後評価が行われた時点でアッ

プデートされる。それとも、そういう理解では正しくないですか。 

○事務局（杉本） アップデートということはないと思いますけれども、こういった事業

実施機関ですとか地方政府であったりとか、実際の住民移転なり用地取得をやる主体とし
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てはいろいろとございますけれども、通常そういったところを担当していますところは、

その事業のみならず、ほかの事業でも同様の移転なり用地取得なりをやっていくことはあ

りますので、とにかくそういったものをやった上で、きちんとその結果を取りまとめ、ま

た次のものに生かしていくという形になってくると思います。ですので、計画自体を何か

後から直すという形では通常はないと思います。そこまできちんとやるからにはカバーし

て見ていく必要があるということで、計画の中にそこのプロセスまで含めて書かれている

ということで理解しています。 

○佐藤委員 事前に、事後評価はこういうふうにやっていこうというやり方を公表すると。 

○事務局（杉本） そうです。ここにありますのはあくまでも計画段階の話ですので、コ

ストなんかも含めまして、この段階でどう見ているかということになっております。 

○原科座長 よろしいでしょうか。 

 ほかにございますでしょうか。 

 １つ質問ですけれども、新しいガイドラインに対するＦＡＱは、従来のＪＢＩＣ・ＪＩ

ＣＡそれぞれのものに更にこれを加えるわけですね。そうすると少し調整等が必要になり

ますね。その辺の作業は今後やっていくということになりますね。 

○事務局（杉本） はい。 

○原科座長 そのようなことで対応していただきます。 

 どうぞ、フロアから。 

○一般参加者（田中） ＪＩＣＡ国際協力専門員の環境をやっております田中と申します。

このＦＡＱの５番目の原発について意見を述べさせていただきます。 

 ここで「ＯＥＣＤのルールで原子力発電所建設をＯＤＡで支援することは禁じられてい

ます。他方で、関連の送電線等周辺施設建設の支援を行うことは可能です。ＪＩＣＡとし

ては、国際ルールに従うとともに、本環境社会配慮ガイドラインに基づく適切な環境社会

配慮を行いつつ開発途上国を支援してまいります」という文言でありますけれども、私も

ＪＩＣＡの中の環境の専門家のグループでこの問題について勉強会もしているのですが、

ここにもしきちんと Answer として書くということであれば、「ＯＥＣＤのルールで原

子力発電所をＯＤＡで支援することは禁じられています。ＪＩＣＡとしては、国際ルール

に従い対応いたします」ぐらいにしておくべきではないかと私は個人的には思っておりま

す。というのは、原発をＯＤＡでつくることを禁止しているにはそれなりの理由があって

ＯＥＣＤで禁止しているわけです。原発がない、発電する電気がないのに送電線は云々と
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いうこと自体、この書き方だとやはり論理的にそごを生じるのではないかと思いますので、

ファクト、実際の事実関係をきちんと書いた上で、「ＪＩＣＡとしては、国際ルールに従

い対応いたします」と書けば、一番きちんとした Answer になるのではないかと個人的

には思って申し上げた次第です。 

○原科座長 今の件はいかがでしょう。殊さら「他方で」というのを書く必要はないだろ

うと。 

○事務局（天田） ここは私どもも、前回の御議論でございましたように、この時点にお

きまして原子力関係の支援をする、しないということを申し上げているところではないと

いう意味でございます。ファクトという意味からしますと、前段だけだと逆に、やるべき

だと思っている方、やらないべきだと思っている方々に対しましても、ＯＥＣＤのルール

としてあり得ないのだとお考えになられてしまうというのが若干ミスリーディングかと考

えまして、ファクトとしては「他方で」というところを記載させていただいた次第でござ

います。 

 一方で、後段の「国際ルールに従うとともに……開発途上国を支援してまいります」と

いうのは、実際に私どもがこの関係にしろ何にしろ支援させていただくときには、当然環

境社会配慮ガイドラインを踏まえた適切な環境社会配慮を行いますということを記したと

ころでございますので、方向性として、やる、やらないというようなところに触れるよう

な形が、後ろのところがそういうふうに当たるのではないかということであれば、このあ

たりは若干書きぶりとして修正するのが適当なのかなと、今お話を聞いていて考えた次第

でございます。 

○松下委員 「ＯＥＣＤのルールで」と書いてありますが、ほかの、例えば世界銀行のセ

ーフガードポリシーについては出典が明示されているので、これについても明示された方

がいいと思います。 

○事務局（天田） そこは、原子力セクター了解というのがございますので、そのように

させていただきたいと思います。 

○中山委員 ＯＥＣＤのルールでは関連の送電線をやってもいいと書いてあるのですか。 

○事務局（天田） 書いてございます。 

○中山委員 それで正確を期したということですね。 

○事務局（天田） はい。 

○原科座長 関連というのは、原発用のをやってもいいと。 
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○事務局（天田） 関連でございます。 

○原科座長 原発はだめだと言って、関連するのはいいというと、ちょっと変な話になっ

てしまいますね。それはちょっと変です。 

○事務局（天田） 趣旨といたしまして、なぜＯＥＣＤで原発に援助を使わないというふ

うに禁止している形になっているかと言いますと、実はこれは環境の話ではございません

で、原子力発電は商業性が高く、それで原子力発電所については援助の対象としないと。

一方で、そこから電力をエバキュエートするとか、こういった関連施設についてはやって

もいいと。別にやるべきだということではなくて。輸出信用の関係でございますので。と

いうふうになっているというのがルールのファクトでございます。 

○原科座長 環境の面でも何にしろ原子力発電をＯＤＡでやるのはぐあいが悪いというの

だったら、関連施設はいいよというのは変だなという感じがしますよ。環境云々にかかわ

らずです。普通に考えれば、メインはだめなのに周辺はいいというのは変でしょう。多分

こういうルールは妥協の産物なのでしょうね。むしろ最後の、さっき天田さんがおっしゃ

ったのは、「本環境社会配慮ガイドラインに基づく適切な環境社会配慮を行いつつ開発途

上国を支援してまいります」、この最後のくだりが若干そういう誤解を与えるおそれがあ

るので、そこをカットして…… 

○事務局（天田） 例えば、御指摘いただいた「対応してまいります」とかいう表現は考

えられるかなと、伺っていて思いました。 

○原科座長 「適切な環境社会配慮を行いつつ対応してまいります」とか、そういう表現

だとよりいいかもしれませんね。そうしましょうか。 

○山浦委員 経済産業省の山浦でございます。 

 私は座長提案のとおりで結構でございます。 

 一点、「他方で」という一文がつけられた経緯を申し上げますと、前回の有識者委員会

においてパブリックコメントに寄せられたコメントを議論していく中で、周辺の送変電も

ＯＤＡでやるべきではないという点があったことに起因していると理解しています。 

 一方で、先ほど出典についてお話がありましたがＯＥＣＤの原子力セクター了解を付記

するということであれば、結局ＯＥＣＤ上どこからどこまでＯＤＡ支援が可能かという範

囲を確認できますので、「他方で」以下の文章は必要ないかなと思います。 

○原科座長 それはどうしましょう。その方がよければそうしますが。「他方」はカット

して、そのかわり出典を書く。どちらがいいですか。 
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○事務局（天田） 丁寧にと考えますと、両方書かせていただいた方が、まさに御指摘い

ただいた先日の御議論にも合っているかなと思っております。 

○原科座長 では、両方書いた上で出典を書く。ただ、最後のところの言い回しは、「適

切な環境社会配慮を行いつつ対応してまいります」とします。「開発途上国を支援」とい

う表現を使って、後半だけ支援するみたいな印象を与えるとまずいので、「行いつつ対応

してまいります」という表現にいたします。よろしいでしょうか。―では、そのように

いたします。 

 ほかに御意見ございますでしょうか。 

 ＦＡＱでこれ以上なければ、この件はここまでにいたしますけれども、何かあったらま

ずいので、ちょっと戻りましょうか。いかがでしょう。 

 では、とりあえずここで切り上げさせていただいて、最後の段階で何かお気づきの点が

ございましたら、そのときに御提案いただくことにいたしまして、議題（２）もこれで一

応終わったことにいたします。 

 

そ の 他 

 

○原科座長 実はもう１つありまして、今後の進め方についての議論が必要になります。

特にこれから先は実際の運用の問題になりますけれども、先ほど来、審査会でどのように

対応するかがかなり重要なことだとおっしゃって―これは現行ガイドラインの場合です

ね。今後は助言委員会になりますけれども、助言委員会をどのようにするかという大変重

要なことがございます。これはイメージも少しずつ出てはきましたけれども、まだ具体的

になっておりませんので、これに対する検討が必要なのですが、先ほどのようにこのスケ

ジュールは４月１日制定で７月１日施行でございます。そうしますと余り時間もございま

せんので、少し効率的に進めたいと思います。そんなことから、この助言委員会等につき

ましてはワーキンググループで作業を進めたらいかがかという提案をさせていただきたい

のですが。ワーキンググループというのは、当然私は入りますけれども、あとそれぞれの

分野の方々、行政の方、産業界の方、ＮＧＯの方、それから、私だけではなくて、もう１

人ぐらい学識者のメンバーからも入っていただいて、５人になりますか、そのような格好

でワーキンググループをつくらせていただいて、そこで、これはＪＩＣＡの御担当でいろ

いろ案をつくっていただきますけれども、それに対する委員会のかかわりとしてそういう
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形でやると、時間がない中ではもうちょっと効率的にできるのではないかと思いますけれ

ども、いかがでございましょう。それで、その結果どうなったかということを、必要があ

れば、最終回、もう１回、３３回目を３月末ぐらいに開いてもよろしいのですけれども、

それはまた別な話としまして、まずはワーキンググループで作業してみて、最終確認が必

要であればもう１回ぐらい３月に最終回を開く。こんな段取りを考えております。それか

ら、先ほど調査してお答えすることもございましたね。そのようなこともありまして、３

月いっぱいまで委員会のメンバーをお願いしておりますので、もうちょっとおつき合いい

ただければありがたいと思います。 

 いかがでございましょう。 

○松下委員 助言委員会における検討事項というのは、具体的にはどういったことが考え

られますか。 

○原科座長 これは事務局の方で今どのように考えておられるか御説明いただいた方がい

いかな。このままあとは事務局にお任せというのだと委員会との関係はうまくないのかな

ということで。 

○事務局（杉本） 今まさにこちらで検討を行っておりますけれども、主なポイントとし

ましては、議論の中でも座長初めいろいろとポイントを出していただきましたが、現行の

運営方法を踏まえた新たな助言委員会の具体的な運営方法のあり方なり、そのもとになり

ますメンバー構成なり、あと具体的な手続としましては、どのようなやり方で委員の方を

選考していくか、そういった事項は必須事項として入ってくるかなと思っております。そ

の点、今ＪＩＣＡの方で案をつくっておりまして、できるだけ早く内部、関係部とも調整

して、ワーキンググループができるということであれば、そこでまた相談させていただく

ことができればと思っております。 

○原科座長 委員会でさらにというのは大変だと思いますので、できればワーキンググル

ープで進めさせていただきたいのですけれども、それはこの委員会でまず決めなければい

けないので、皆さんの合意が得られればそのような進め方をさせていただいて、きょうは

まだ時間が若干ありますので、委員の候補も決めてしまいたいと思います。そのような進

め方でよろしいでしょうか。松下先生、いかがですか。ほかの方々はいかがでしょう。

―それでは、そのようにさせていただきます。 

 それでは、まずワーキンググループをスタートするということにいたします。それから、

もう１回委員会を開くかどうかはワーキンググループでの作業を見ながら、必要があれば
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お願いするかもしれませんけれども、その必要がなければきょうを最終回にいたしますの

で、一応きょうの段階で区切りをつけて、この後懇親会がありますけれども、これは区切

りをつけるということにいたします。しかし、ワーキンググループの議論の内容によって

はもう１回最終のものをお願いするかもしれません。ということでお考えください。 

 それでは、それぞれのグループからお１人ずつ御協力をお願いしたいのですが、どうい

うぐあいにしましょう。この場では相談しにくいかな。グループに分かれてやりますか。 

○満田委員（代理：福田） ＮＧＯの方は、きょうどうこうというのはちょっと難しいの

で、持ち帰りということにしていただければ。 

○原科座長 では、それぞれ持ち帰って、あるいは後で、懇親会で決めてしまうとか、そ

んなことでよろしいですか。行政の方はいかがでしょう。これに関しては、かかわりが深

いというと外務省か環境省かになりますね。というような感じがいたしますけれども、そ

の辺はどうでしょう。行政も相互でまた。―では、御相談ください。この場では決めな

いで。学識の方も相談しましょう。 

 それでは、それぞれのグループから４人で、それと私と、５名でワーキンググループを

構成します。進め方はさっき申し上げたようなことで進めてまいりますので、ひょっとし

たら３月末にもう１回委員会ということがあるかもしれません。そんなことでお願いいた

します。 

 では、これで大体きょうの予定は終了したと考えてよろしいでしょうか。事務局の方は

いいですか。 

 それでは、一応終わったことにしますか。完全に終わったわけではないのですけれども。 

○ＪＩＣＡ（岡崎） 手続的なことを申し上げると、プロセスとしては、ＪＩＣＡの組織

としての決定ということをこの後に控えております。既に一度理事会を開催いたしまして、

パブリックコメントを行い、その内容のフィードバックと審査会のやり方なども含めて組

織の中での検討をやらせていただきます。それから、来週の木曜日に原科座長にＪＩＣＡ

にお越しいただいて、私どもの理事長の緒方に委員会の議論の御報告をいただくというこ

とをお願いしています。 

 いずれにいたしましても、ワーキンググループで助言委員会の言ってみれば器とそのや

り方を議論した後、我々、今度は公募ということで、委員の方々を実際に選考しなくては

いけませんが、どうしてもこれに３カ月ぐらいかかるだろうと。特に、有償資金協力、無

償資金協力の本体の審査ということを想定して、これまでの案件を踏まえて、やはり御専
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門のセクターの方々を選出したいと思っております。そのための選考のプロセスについて

もワーキンググループで議論しまして、公募というプロセスを経て、３カ月後、７月１日

にはガイドラインの本文の施行と同時に、助言委員会の立ち上げも遅滞なく行いたいと思

っておりますので、また先生方あるいは御専門の方々の御推挙なり、選考に当たっての御

協力をいただくこともあるかもしれませんが、その場合はどうぞよろしくお願いいたしま

す。 

○原科座長 ちょっと私うっかりしました。今の御説明で思い出しましたけれども、助言

委員会以外の件でも、事務局で、いろいろ御検討でお困りのときにはワーキンググループ

でお助けしたいと思います。その意味で、もう１つは異議申立制度の方も、これは現行の

ものが旧組織の両方にありますので余り問題はないのですけれども、一応そういうような

ことも。だから、関係するもので何かあれば、そちらで必要なものに関してはワーキング

グループで支援していただくと、皆さんにお願いしたいと思います。そんなことでよろし

いですね。そういうことで進めていきたいと思います。 

 では、ほぼ２年間になりますが、２年ちょっとにわたり、きょうで３２回でございます。

もう１回やったら３３回になりますけれども。そういう長い間、皆様の御協力で大変よい

形のガイドラインができたと思います。これはそれぞれＪＩＣＡの従来のものもすばらし

いし、ＪＢＩＣのものも国際的に大変評価されております。そういう点では、そういうも

のをベースにしてさらに一歩進めたものになったと思いますので、これは本当にいい格好

で運用していただきたいと思います。この分野はできたら世界をリードするようになって

もらいたいと思います。世界銀行などもＪＩＣＡの現在の動きを大変注目しておりまして、

昨年も、私が会長をやってまいりました国際影響評価学会、これは国際アセスメント学会

と言った方がわかりやすいかもしれせんけれども、この国際アセスメント学会のガーナ大

会、第２９回の大会でしたけれども、アクラで、世界銀行のメンバーと、それからＪＩＣ

Ａの岡崎さんも来られて、私も参加してテーマ・フォーラムをオーガナイズしたのですが、

その場でも随分ＪＩＣＡに対する注目度がありました。恐らくあのセッションはいろいろ

なセッションの中で一番たくさん人が集まったと思います。会場いっぱいになりましてね。

ということで大変注目されているわけです。その期待にこたえるようなものになったと思

いますので、これをぜひ世界に広めていただきたいと思います。 

 特に、これから我々、東アジア地域で日中韓といいますか、三ヶ国の関係、このトライ

アングルは行政の各方面で協力関係を持っております。環境政策でもそうなのですけれど
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も、こういう国際協力分野でもそういう日中韓の協力体系をしっかり組んでいきたいと思

います。中国は、ことしはＧＮＰが恐らく第２位になって、日本は第３位になるだろうと。

ジャパン・アズ・ナンバー３なんていう言い方をする人がいますけれども、そのときにＪ

ＩＣＡがこれだけ立派な環境社会配慮をするわけですから―世銀もそうですね。ですか

ら、新しい大きな経済の中心になる中国も同じような考えでぜひやっていただきたいと思

います。十分、相互にそういった理解は進むと思いますので。その場合にも、本当にいい

運用をしていただいて、本当に持続可能な世界をつくるために、ＪＩＣＡがそういう意味

でもリードしていただきたいと思っております。 

 このようなことを私がきょう言えるようになりましたのも、これまで３２回にわたり皆

様方の御尽力によって大変すばらしいガイドラインができた結果だと思います。これから

運用をちゃんとしなければいけないのですけれども、形としてはいいものができたと思い

ます。この間ずっと公開でやってまいりました。大変透明性の高いプロセスであります。

フロアからもたくさんの方々からインプットをいただきました。それからパブリックコメ

ントもいただいています。パブリック・コンサルテーションもありましたね。日本社会の

中で考えると大変透明性の高いプロセスにしましたので、そういう点でも評価できると思

っております。ということで、改めて皆様に御礼を申し上げます。どうもありがとうござ

いました。 

 それでは、きょうで最終回ではありませんけれども、一区切りついたということでござ

います。３月まではまだ任期があるということで、もうしばらくおつき合い願います。ど

うもありがとうございました。 

○事務局（河添） 予定では５時半ということだったと思うのですけれども、もう既に５

時前には終わっている状況なのですけれども、会場はこの隣になります。ですので、懇親

会に御参加いただける方におかれましてはこの後会場を移っていただきます。ただ、ちょ

っと早目ですけれども、これから会場の準備をさせていただきますので、しばらくお待ち

いただいて、御案内させていただきますので、それまでこちらのお部屋でお待ちいただけ

ますか。済みません。よろしくお願いいたします。 

○事務局（杉本） 懇親会に際しましては、オブザーバーの方もぜひ御参加ください。よ

ろしくお願いします。 

○原科座長 では、しばらく待ちまして、ぜひたくさん御参加ください。 
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午後４時３９分 閉会 

 


